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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額などが減少したが、前年がうるう年で

あったことを考慮すると、実質的には横ばいの動きとなっている。公共投資は前年を上回っ

ている。住宅投資は基調としては持ち直している。輸出は、アジアや米国向けが増加してい

る。

生産活動は持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いている。企業倒産は、件数は減少し、負債総額は増加している。

%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア 

213/1121110987654312/2
-6.0

-4.0

-2.0

0.0

4.0

2.0

10.0

6.0

8.0

百貨店等販売額
（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

持家 貸家 給与 前年同月比（右目盛） 分譲 

2

千戸 ％ 

0

1

2

3

5

4

-40

-20

20

0

60

40

13/1121110987654312/2

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）

①個人消費～横ばいの動き

２月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比▲２．１％）は、４か月ぶりに前年を下

回った。

百貨店（前年比▲１．７％）は、衣料品や飲

食料品が前年を下回った。スーパー（同

▲２．１％）は、その他の品目が前年を上回っ

たが、飲食料品や衣料品が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲０．７％）

は、１７か月ぶりで前年を下回った。

②住宅投資～８か月ぶりの減少

２月の新設住宅着工戸数は、１，４９６戸（前

年比▲２８．２％）と８か月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同▲３９．１％）、

分譲（同▲２４．８％）および持家（同▲９．１％）

がいずれも減少した。

２４年度累計（１１か月間）では、３２，９８７戸

（前年同期比＋１０．６％）と前年を上回って推

移している。利用関係別では、貸家（同

＋１７．８％）、分譲（同＋７．３％）ならびに持家

（同＋２．０％）がいずれも前年を上回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～２か月連続の上昇

２月の鉱工業生産指数は９２．４と前月比

＋２．９％と２か月連続で上昇し、前年比（原

指数）では▲７．９％と９か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ石油・石炭製品工

業、窯業・土石製品工業など８業種が低下し

たが、金属製品工業、食料品工業など８業種

が上昇した。

④公共投資～２か月連続の増加

２月の公共工事請負金額は、１７８億円（前

年比＋３２．３％）と２か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋２０．６％）や北海道

（同＋２３．４％）、市町村（同＋１７．２％）などが

前年を上回った。

平成２４年度累計（１１か月間）では、請負金

額７，０５１億円（前年同期比＋９．３％）と前年を

上回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動きが続く

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．６５倍となり、前月比で０．０４ポイント、前

年比では０．１１ポイント上昇した。前年比は３７

か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比６．８％の増加とな

り、３７か月連続して前年を上回った。業種別

では、サービス業（前年比＋９．８％）、医療、

福祉（同＋４．３％）、運輸業、郵便業（同

＋２１．３％）などが増加した。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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⑥来道客数～１２か月連続で前年を上回る

２月の来道客数は、８２０千人（前年比

＋４．２％）と１２か月連続で前年を上回った。

平成２４年度累計（１１か月間）では１０，７４６千

人（前年同期比＋９．３％）となり、東日本大

震災前の水準を上回って推移している。

２月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ７．４％増加した。国内線（前年比＋６．４％）、

国際線（前年比＋１９．４％）ともに前年を上

回った。

⑦貿易動向～輸出、輸入とも３か月連続増加

２月の道内貿易額は、輸出が前年比１．５％

増の２９２億円、輸入が同４．１％増の１，６１８億円

となった。

輸出は化学製品や自動車の部分品、鉄鋼な

どが増加し、３か月連続で前年を上回った。

輸入は石油製品などが増加し、３か月連続で

前年を上回った。

⑧倒産動向～件数は減少、負債総額は増加

３月の企業倒産は、件数が４３件（前年比

▲１７．３％ ）、 負 債 総 額 が１５７億 円 （ 同

＋９８．５％）となった。件数は５か月連続で前

年を下回ったものの、負債総額は４か月連続

で前年を上回った。

業種別では、建設業が１２件、製造業が９

件、小売業が７件などとなった。

平成２４年度累計では、件数４３２件（前年度

比▲６．９％）、負債総額９６６億円（▲同６．２％）

と件数、負債総額ともに前年度を下回った。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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世界金融 
危機 

H２３．３ 
東日本大震災 

公共投資の減少 

H１ ３ ． ９ 
アメリカ同時 
多発テロ 

H１ ７ ． ７ 
知床世界自然 
遺産登録 

景気対策 

原油価格 
の高騰 

１．平成２５年１～３月期実績

前期に比べ、売上DI（△１）は２ポ

イント、利益DI（△１０）は３ポイント

それぞれ低下した。原材料価格の上昇な

どから、売上は４期ぶり、利益は２期ぶ

りに後退した。

２．平成２５年４～６月期見通し

売上DI（プラス１２）および利益DI

（プラス３）はそれぞれ１３ポイント上昇

し、業況は好転が見込まれる。

定例調査

売上、利益ともに幾分後退
第４８回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第４８回定例調査
（２５年１～３月期実績、４～６月期見通し）
判断時点
平成２５年３月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３８ １００．０％
札幌市 １７５ ４０．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９７ ２２．２
道 南 ３３ ７．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６８ １５．５ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６０ ４３８ ６６．４％
製 造 業 １７１ １１３ ６６．１
食 料 品 ５６ ３４ ６０．７
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２１ ６７．７
鉄鋼・金属製品・機械 ４６ ３３ ７１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２５ ６５．８
非 製 造 業 ４８９ ３２５ ６６．５
建 設 業 １３０ ９２ ７０．８
卸 売 業 ８８ ６０ ６８．２
小 売 業 ９６ ５８ ６０．４
運 輸 業 ５３ ３４ ６４．２
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ ２３ ７９．３
その他の非製造業 ９３ ５８ ６２．４

〈図表２〉業種別の要点

要 点（１～３月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２４年
１０～１２

２５年
１～３ ４～６

見通し

２４年
１０～１２

２５年
１～３ ４～６

見通し

全産業 非製造業で売上・利益ともに低下 １ △１ １２ △７ △１０ ３

製造業 原材料価格が上昇し利益を圧迫 △５ △４ １７ △３ △４ ４

食料品 輸入原料が高騰し、水産加工は不振 △９ △１５ １２ △６ △２１ △９

木材・木製品 円安で輸入材の仕入れ価格が上昇 ５ △１０ ４３ △９ △２５ １５

鉄鋼・金属製品・機械 設備投資関連が堅調 １６ １５ １５ １６ ２４ １２

非製造業 建設業、卸売業、ホテル・旅館業が後
退 ２ ０ １０ △９ △１２ ３

建設業 職人不足、資材価格上昇が響く △４ △１０ １６ △１９ △２２ ７

卸売業 食品関連が不振、建築資材は堅調 ４ ０ １５ ４ △１０ ７

小売業 コンビニは堅調。燃料店、新車販売は
苦戦 △１５ △２ ５ △３０ △１６ △７

運輸業 貨物輸送、バス会社が好調。燃料費上
昇を懸念 １４ ３５ １８ ０ １５ ６

ホテル・旅館業 宿泊料金の低下が止まらず △５ △３０ △１７ ０ △３０ △１３

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 
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〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（４６％） ＋１８ 全業種でウエイト高まる。製造業（６７％）では３１ポイント上昇。

�過当競争（４４％） △３ 小売業（７１％）、建設業（６５％）で高率。

�売上不振（３８％） △４ 製造業（３６％）では全業種で低下するも、ホテル・旅館業（５７％）は
１２ポイント上昇。

�諸経費の増加（３４％） ＋７ ８業種で上昇。運輸業（５９％）でウエイト大。

�販売価格低下（２５％） △５ ７業種で低下するも、ホテル旅館業（３９％）で４割弱。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
４６
（２８）

①
６７
（３６）

①
７１
（４９）

①
７６
（３３）

①
６３
（３３）

①
５８
（１９）

②
３９
（２６）

③
４４
（２２）

②
４１
（２６）

３１
（２５）

①
５９
（４６）

３０
（２０）

２７
（２２）

�過当競争
②
４４
（４７）

２９
（３０）

２７
（２０）

１４
（３３）

③
３１
（３３）

③
４２
（３８）

①
４９
（５２）

①
６５
（６５）

③
３４
（５２）

①
７１
（６５）

③
２９
（３４）

③
３９
（４５）

②
３４
（３３）

�売上不振
③
３８
（４２）

③
３６
（４６）

③
３８
（４３）

③
２４
（３８）

２５
（３６）

①
５８
（７１）

②
３９
（４０）

②
４９
（５２）

①
４２
（４１）

②
３６
（４２）

１５
（２６）

①
５７
（４５）

③
３０
（２６）

�諸経費の増加
④
３４
（２７）

②
３９
（３３）

②
５３
（４０）

②
３３
（１９）

②
３８
（３９）

２５
（２４）

３３
（２６）

２３
（２０）

２９
（１９）

３１
（３２）

①
５９
（４０）

②
４４
（３０）

①
３６
（２４）

�販売価格低下
⑤
２５
（３０）

２２
（３１）

２１
（２０）

１４
（３８）

２２
（３３）

２９
（３８）

２６
（２９）

２６
（３２）

３１
（３５）

③
３３
（３７）

１２
（１１）

③
３９
（３５）

１６
（２０）

�人手不足 ２３
（２２）

１４
（１６）

２４
（２０）

５
（５）

１９
（１８）

４
（１４）

２６
（２４）

４２
（４３）

９
（６）

１６
（１２）

③
２９
（２６）

１７
（２５）

２９
（２０）

�人件費増加 １９
（１９）

１７
（２４）

１８
（２９）

５
（５）

２２
（２４）

２１
（３３）

２０
（１７）

１７
（１９）

１９
（１１）

２８
（１７）

９
（１１）

１３
（２５）

２５
（２２）

	価格引き下げ要請 １６
（２１）

１８
（２３）

９
（１１）

１４
（３３）

２８
（２７）

２１
（２４）

１６
（２０）

１６
（２２）

３１
（４６）

５
（８）

１２
（６）

４
（１０）

１８
（１８）


資金調達 ９
（８）

１０
（８）

９
（９）

５
（－）

１６
（１５）

８
（５）

８
（８）

７
（１０）

７
（９）

１０
（７）

１２
（９）

９
（１０）

９
（４）

�設備不足 ６
（５）

７
（１０）

１２
（１４）

－
（５）

９
（１２）

４
（５）

６
（４）

－
（－）

３
（２）

５
（５）

１２
（９）

１３
（２０）

１１
（２）

�代金回収悪化 ５
（４）

５
（２）

９
（－）

５
（１０）

－
（－）

８
（－）

５
（４）

１
（－）

１４
（１５）

７
（７）

３
（－）

４
（－）

４
（４）

その他 ４
（４）

４
（４）

９
（６）

－
（５）

－
（－）

４
（５）

３
（４）

３
（２）

５
（４）

２
（２）

３
（６）

－
（５）

５
（９）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２４年
４～６７～９１０～１２

２５年
１～３４～６

見通し

２４年
４～６７～９１０～１２

２５年
１～３４～６

見通し

２４年
４～６７～９１０～１２

２５年
１～３４～６

見通し

全 道 △３ △２ １ △１ １２ △８ △１３ △７ △１０ ３ ３５ ３３ ３２ ３０ ２８（３１）

札幌市 ４ ３ １ ６ １６ △８ △１２ △３ △５ ９ ３７ ３５ ３５ ３３ ３２（２７）

道 央 ４ △２ １ △５ ６ △２ △９ △１ △１ ３ ３３ ３６ ３５ ３３ ２８（３２）

道 南 ３ ０ １２ ６ １８ ０ △１６ △２２ △１５ ３ ２９ ３９ ２５ ２６ ２７（４３）

道 北 △２１ △１０ ０ △１１ ８ △１７ △２５ △５ △２２ ０ ３６ ３１ ３２ ２５ ２５（３８）

道 東 △２０ △７ △９ △９ ９ △１５ △１３ △２４ △２２ △７ ３３ ２２ ２５ ２５ ２３（２８）
（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では円安による輸入原料や燃料価格の高騰で利益が圧迫され、企業の業況は幾
分後退しました。過当競争が続く中、販売価格への転嫁も難しい状況です。今後は、多くの
企業が公共投資増加や消費税増税前の駆け込み需要に伴う景気上昇に期待を寄せています
が、交渉力のある営業職や技術力のある職人など、優秀な人材の確保が受注を取り込むカギ
となりそうです。
以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞

原材料費や光熱費の高騰により利益確保が

難しい。今のところ円安によるメリットはな

く、デメリットのみが発生している。

＜水産加工業＞

急激な円安で輸入原料および燃料費が高騰

しており、コストアップは必至だ。また、人

口減少に伴う労働力不足による生産の縮小が

最も懸念される。

＜水産加工業＞

業界内の淘汰に加えて景気回復も進めば、

高級国産品を取り扱う当社にとって高収益を

得られる可能性がある。

＜乳製品製造業＞

原料乳の値上がり分はある程度販売価格に

上乗せできるが、燃料、資材、運送費等の場

合は難しい。またTPPの交渉結果によっては

我々中小メーカーにも大きな影響が出る恐れ

がある。

＜製菓業＞

国内観光客数が減少傾向にある中、東アジ

ア圏を中心とした海外観光客への期待が大き

い。ただし震災や尖閣問題など外的要因の影

響を受けるため、今一つ弾みがつかない印象

だ。

＜製材業＞

長年、従業員の給与は据え置き状態にある

が、新政権がデフレ脱却を掲げ、消費税増税

も控えていることから新年度より給与の改定

を考えている。

＜製材業＞

輸入材の取り扱いが多いため、急激な円安

で１割以上も原価が上がっている。取引先に

値上げ交渉をしているが全てには応じてもら

えない。

＜木製品製造業＞

東北方面からの受注が活発になってきた。

一方、地元は相変わらずひっそりとしている

のが残念だ。

＜金属加工業＞

売上は上昇しており明るい雰囲気はある。

しかし諸経費が目に見えて上昇する一方で価

格競争は激しさを増しており、現状は依然と

して厳しい。

＜金属製品製造業＞

昨年から手掛けていた新分野が軌道に乗

り、仕事は確保できた。今後は原材料価格の

上昇や消費税増税が収益を圧迫することが予

想されるため、リスクはあるが大型設備投資

を決めた。

経営のポイント

優秀な人材の確保がカギ
〈企業の生の声〉
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＜輸送用機械製造業＞

原材料仕入れ先からの値上げ要請が強まっ

ているが、販売価格への転嫁は難しい。燃料

費の増加もあり収益悪化を懸念している。

＜紙製容器製造業＞

取引先が在庫圧縮を図っているため小ロッ

トでオーダーすることから、製造効率の悪さ

が目立つ。また、その分の値上げに応じてく

れない場合は全てこちらで吸収しなければな

らない。対策として、密に交渉できる営業の

人材教育が必要だ。

＜肥料製造業＞

平成２１年度に設備投資を行い新商品の製造

販売を開始したものの、既存商品に比べ新商

品の受注が低調で、設備の償却費が利益を圧

迫している。

＜設備工事業＞

復興需要、公共事業の増加、消費税増税前

の駆け込み需要等により工事量は増加傾向に

あるが、今のところそれに伴う工事金額の底

上げがみられない。

＜建設業＞

今年度は工事量が増加すると言われている

が、人手不足に加え資材も高騰ムードだ。作

業員の確保と価格を十分検討しながら受注す

る。

＜建設業＞

公共投資の増加が見込まれ、見通しは明る

い。工事発注量に見合う人員が揃えられるか

が当面の問題点となりそうだ。

＜土木工事業＞

競争入札において現状の受注価格では利益

につながらず、赤字工事になりかねない。

＜建材卸売業＞

従来の流通形態が崩壊している。新たに参

入してきた異業種業者のローコスト販売への

対応に苦慮している。

＜建材卸売業＞

住宅着工数が増加してきたが、過当競争に

より厳しく価格引き下げを求められる。

＜建材卸売業＞

公共工事増加による期待感はあるものの、

現状では価格競争激化により売上、利益とも

に減少している。また技術職員の高齢化によ

る後継者の育成が急務となっている。

＜鋼材卸売業＞

原材料価格の上昇分を販売価格に転嫁でき

るよう、きめ細かい営業が必要となる。営業

および顧客管理を強化して増収を図る。

＜鋼材卸売業＞

通常、不需要期の冬場は在庫を圧縮してい

るが、今後は円安により商品価格の上昇が見

込まれるため、安いうちに在庫の補充に力を

入れる。また、不良債権が多発しており取引

先を今まで以上に注視する。

＜食材卸売業＞

本州業者の新規参入があり、競争激化を懸

念している。また円安により輸入素材の価格

上昇が見込まれ、価格転嫁できるか心配だ。

経営のポイント

― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年５月号
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＜靴卸売業＞

仕入れ価格が上昇している一方で、店頭で

は未だ価格競争が続いており利益が圧迫され

ている。新商品の開発で付加価値を高めると

同時に、国内メーカーからの調達を増やして

商品の幅を広げる。

＜燃料店＞

円安の進行で石油価格が急上昇しているの

で、値上げの対応に追われている。

＜自動車販売＞

今後はエコカー補助金効果の剥落により需

要減が見込まれるため、より高度な整備技術

や新車販売以外の収益源確保が求められる。

優秀な販売員、エンジニアの確保と効率的な

育成が課題となる。

＜自動車販売＞

売上不振・単価低下が続いている。景気上

昇の期待感はあるが、消費者はまだ慎重な心

理にある。

＜生コン輸送＞

売上は昨年より伸びているが、軽油単価上

昇等で利益は低下している。新年度に向け、

運賃値上げと保有車輛・人員の増強を予定し

ている。

＜運輸業＞

新幹線工事、メガソーラー関連工事等の輸

送が活発で売上は伸びている。しかしドライ

バー不足と登録車輛数の減少から輸送力が物

量の増加に追い付かず、業者間の外注運賃が

上昇している。

＜タクシー＞

売上・利益ともに好調だが従業員の確保が

難しい。

＜都市ホテル＞

悪天候が影響し売上は低調に推移してい

る。

＜ソフトウェア開発＞

業界で技術者不足が問題となっている。こ

れまでは無理をしなくても人材が確保できた

が、今後は新卒採用も含め早めに手を打たな

ければならない。

＜廃棄物処理業＞

設備投資により処分原価率が低減した。一

方、燃料費の高止まりや雪の影響による人件

費増加等に対しては抜本的対策がなく、今後

の課題となる。

＜廃棄物処理業＞

廃棄物減少の流れは変わらず、回収件数は

増加しても物量が集まらない。解体や破砕方

法を見直し、より多くの売却物を抽出する。

＜建設コンサルタント＞

公共投資の動向は明るい兆しが見える。し

かし近年の公共事業費減少に伴う人手不足が

顕著で、人件費増加による利益の圧迫が懸念

される。

経営のポイント
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年５月号

はじめに

尖閣諸島をめぐる問題が深刻化した昨年９月から、中国各地の旅行会社は訪日団体旅行の募集を事実
上中止していましたが、今年に入り募集が解禁となり、旅行会社の店頭では訪日団体旅行のポスターを
見かける機会が増えてきました。上海最大の旅行会社「錦江国際旅遊」では、４月だけで１８本のツアー
を販売しており、この春は「花見ツアー」や「買い物ツアー」の売れ行きが非常に良いようです。元
高・円安が進む中、中国人の訪日旅行に対する関心度は日に日に高まっています。本稿では訪日旅行に
関する当地の状況について報告したいと思います。

訪日旅行の現状

尖閣問題の発生以降、中国各地の旅行会社は訪日団体旅行の表立った募集を取りやめました。上海の
旅行会社で訪日旅行を取扱う部門は「日韓部」という名称が多いのですが、昨年末以降日韓部の取り扱
いが韓国旅行だけ、という状況が続いておりました。しかしながら訪日旅行募集解禁後は訪韓旅行を上
回る商品をラインナップする旅行会社が増えてきており、訪日旅行に対する需要の強さを実感します。

団体旅行募集再開後の北海道旅行の変化

先述の旅行会社に伺ったところ、昨年までは新千歳空港を利用し、札幌のほか小樽、函館、登別温泉
などの有名観光地を巡る商品が一般的でしたが、今年は行きと帰りで空港の異なる、いわゆるオープン
ジョータイプの旅行が人気とのことです。４月、５月の旅程では、東京経由で女満別空港から北海道に
入り、芝桜やチューリップ観賞をし、層雲峡温泉や阿寒湖温泉を経由し、札幌近辺で買い物を楽しむと
いう旅程が最も人気があり、これはたくさんの目的地を効率的に周遊できる点が受けているようです。

中国側から寄せられた改善点

３月１日から１０日まで上海梅龍鎮伊勢丹において開催された北海道物産展の会場で、来場者に対し北
海道旅行に関するプロモーションを実施しました。その際に市民や旅行会社の担当者から寄せられた要
望には、「各観光地がバラバラに誘致を行うのではなく、モデルプランを提示して欲しい」、「パンフ
レットは一目で観光地の特徴が分かる物にして欲しい」、「北海道ならではの体験が出来る施設を提案し
て欲しい」などがありました。中国では旅行後、同僚やご近所に旅行の「自慢話」をするのが一般的
で、それが旅行の満足度を更に高めます。ストーリー性の強いツアーの組立てが重要です。

終わりに

日中関係は今後も政治面での紆余曲折が予想されますが、
所得増加や元高による海外旅行の一般化により、日本を訪れ
る旅行者数は漸増していくものと思われます。中国人観光客
の旺盛な需要を取り込むため、日本全国で誘致活動が活発化
していますが、他府県との競争に勝つためには、北海道の特
徴を活かした旅行プランの提案を行う必要があります。

アジアニュース

中国の訪日旅行ニーズについて

北海道を特集した中国の訪日旅行専門誌

北洋銀行上海駐在員事務所 副所長

村中 俊彦
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アジアニュース

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年５月号

各国のアイスクリームの販売状況

北海道の乳製品、中でもアイスクリームにおけ
る「北海道」ブランドは世界各地で高い知名度と
人気を誇ります。今回は各国のアイスクリームの
販売事情をご紹介します。
【中国：上海、大連】カップアイスで最も人気が
あるのは「ハーゲンダッツ」（約４５０円）。国産ブラ
ンドの「八喜」（約１５０円）も人気です。ソフトク
リームはマクドナルドで約５０円、デイリークイー
ンでは約８０円で売られており、街中でよく見かけ
ます。日本からの乳製品は、口蹄疫発生以降輸入
規制を受けています。口蹄疫が終息し清浄国の認
定を受けた後も、加熱処理をした粉ミルクなどの
一部を除き乳製品の輸入は認められていません。
【ロシア：サハリン】冬でも家の中が暖かく、屋
内でアイスクリームを食べるという点は北海道と
似ています。ロシアは食品輸入規制が厳しいた
め、世界的に有名なブランド以外、外国製のアイ
スクリームはほとんど見かけません。「サーティワ
ン」では抹茶味（約２８０円）も人気です。カップ
アイスは国産ブランドの「ザラトイ・スタンダル
ト」（約１２０円）がよく売れています。
【シンガポール】スーパーでは「ハーゲンダッ
ツ」や「ベン＆ジェリーズ」のファミリーサイズ

（約１千円）をよく見かけます。東京の会社が運
営する甘味処「麻布茶房」は、「北海道」を前面
に打ち出しています。「北海道アイスクリーム推進
協同組合」は「北のラブレター」のブランド名で
カップアイス（約５００円）を販売。現地の専門店
の商品（約２００円）と比べ高いとの印象を持つ人
も多いようです。容量を少なくするなど手頃な価
格で「試し買い」ができるようになると、さらに
多くの人に味わってもらう機会が増えるのではな
いでしょうか。

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４０５ ６５～１７８ ２３５ １９６～２２６

牛乳 １リットル 現地産 １９２～３８５ ２８
（２４３ml）

２３５
（８３０ml） １４４～２２０

じゃがいも ０．５kg 現地産 ９３～２１１ ３６～８１ ８１
（アメリカ産） ５７

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １６３ ８８ １８９ １９０
（中国産）

小麦粉 １kg １０８ １４９ １９７ １０８

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ８７ － － －
３５０ml 日本メーカーB社製 － ８３ ２７２ ２８９

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７２ ９３ １２１ ４９８
ミネラルウォーター ５５０ml １８ １９ １１７ ５７～９６

コーラ ３５０ml コカコーラ ３０ ３７ ７５ １０２

ハンバーガー １個 マクドナルド
ビッグマック ２４２ ２４２ ３４８ －

タクシー初乗り ２１１ １２１ ２２７～２５７ ４５３～６０４
ガソリン １リットル レギュラー １１７ １１０ １６６ １００

シンガポールの「麻布茶房」

現地価格調査（２０１３年４月）
（単位：円）

【調査場所】いずれも日本製品を扱う比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店（ビールのみ）
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店（カップラーメンのみ）
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール内
【換算レート】２０１３年３月２９日仲値 １中国元＝１５．１３円 １シンガポールドル＝７５．８１円 １ロシアルーブル＝３．０２円
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前回（本誌今年１月号：No．１９８）は、本欄で「債権譲渡」についてお話しましたが、今回は

その続きとして、債務者の立場で債権譲渡の通知を受けた場合にどのように対応するのが良い

か、ということをお話したいと思います。

あなた自身やあなたの会社が負っている債務（買掛債務、借入債務、その他金銭債務）につい

て、突然債権者から第三者に譲渡した旨の通知があった場合、あるいは債務を譲り受けた第三者

から「あなたの債務は以後当方に支払うよう」通知を受けた場合、あなたはどうしますか。時に

は、このような債権譲渡通知ではなく、債権者または債権の譲受人から債権譲渡についての承諾

を求められる場合もありますが、事情によっては承諾を与えないということも可能でしょうか。

商取引が重層化し、あるいは個人や法人の法律行為が錯綜してきている今日、債権譲渡は以前

に比べて頻繁に行われるようになりましたが、その際に債務者であるあなたがどのように対応す

れば良いのかを、あらかじめ理解しておくことが必要と考えます。

なお、今回の内容は本誌No．１９８の記載と関連するところが多いので、そちらも適宜参照して

ください。

◆債権譲渡における債務者の権利（抗弁権）

１．譲渡禁止特約の効果

前回も述べたように、債権は原則としてこれを譲渡することができ（民法４６６条１項）、債権譲

渡契約は債権者（債権の譲渡人）と譲受人との間の合意によって成立し、当該債権の債務者は契

約の当事者ではありません。したがって、原則的には債務者の意思に反した債権譲渡も可能とな

ります。

これを防ぐために、債権に譲渡禁止特約を付することがあります。銀行との預金契約や公共団

体の建設工事請負代金契約などにその例を見ることができますが、この譲渡禁止特約の存在を知

りながら当該債権を譲り受けた者（悪意の譲受人）に対しては、債務者は当該債権譲渡の無効を

主張することができます。しかし、譲渡禁止特約の存在を知り得ない立場にあるなどの善意の第

三者に対しては、譲渡の無効を主張できないものとされています（民法４６６条２項）。他方で、譲

渡禁止特約の存在を知り得ないことに重大な過失がある場合は、悪意すなわち特約の存在を知っ

ていながら債権譲渡を受けた場合と同様に扱うべきとする最高裁判例（最判昭和４８．７．１９）もあ

ります。

譲渡禁止特約の存在を知りつつ債権を譲り受けた者に対して、債務者が異議を留めないで承諾

を与えた場合には、当該債権譲渡は譲渡時に遡って有効となり、承諾後に現れた第三者（たとえ

経営のアドバイス

あなたの債務が第三者に
譲渡された場合の対応

金融財政事情研究会出版部嘱託
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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ば破産管財人）には譲渡時の対抗要件を以って対抗できます。譲渡禁止特約の効果は、もっぱら

債務者の利益のためにあるとされるからです。しかしこの場合、債務者の承諾前に現れた第三者

に対しては、債権譲渡の効力を主張できないとする判例があります（最判平成９．６．５）。

２．債権譲渡の対抗要件

債権譲渡における債務者の権利の保護手段として、債務者への対抗要件が規定されています。

それは、譲渡人（債権者）から債務者への通知あるいは債務者による承諾です（民法４６７条１

項）。債権には、民法上は登記制度が用意されていないので、その代りに債務者の下で、譲渡人

にまさしく当該債権が存在すること、および他に優先する権利者がいないことを確認することと

し、債務者に「債権の情報センター」としての機能を持たせているのです。

この「通知」は譲渡人から債務者に対して行うことを要し、譲受人が譲渡人に代位して通知を

することはできませんが、譲受人が譲渡人の代理人または使者として行った通知は判例で有効と

されており、実務上はこの方法が頻繁に利用されています。

また「承諾」は、単に債権譲渡の事実を認識したとする債務者の意思表明で足り、その相手方

は譲渡人でも譲受人でも構いません。

売掛金債権には、手形債権におけるような人的抗弁の切断がなされていません。しかし、債務

者が異議を留めないで債権譲渡につき承諾を与えたときは、仮に譲渡人（前債権者）に人的抗弁

ができた事由があっても、それを以って譲受人（新債権者）に対抗することはできません（民法

４６８条１項）。たとえば、前債権者に対して同時履行の抗弁権を有していた債務者が、異議を留め

ずに債権譲渡の承諾を与えると、譲受人たる新債権者には当該抗弁ができなくなります。この

「異議を留めない承諾」は、単に留保を付けずに譲渡の事実を認識したことを表明すれば足りる

とされるので（観念の通知）、注意が必要です。

これに対して、譲渡人が譲渡の事実を通知したにとどまるときは、債務者は、その通知を受け

るまでに譲渡人に対して生じた事由を以って、譲受人に対抗することができます（民法４６８条２

項）。つまり同時履行の抗弁等も可能となるのです。債務者の立場としては、債権譲渡に対して

安易に承諾を与えないほうが無難ということになります。

３．債権の二重譲渡への対応

同一債権につき債権譲渡が複数回行われる事態も考えられます。債権の二重譲渡の問題です。

債務者側からすれば複数の債権者（譲受人）から弁済を迫られる状況となりますが、この場合ど

の債権者に弁済すれば良いのでしょうか。民法は債権譲渡の第三者対抗要件として、確定日付あ

る証書による通知または承諾を規定しています（民法４６７条２項）。つまり、二重譲渡が行われた

債権については、確定日付ある証書を以って行われた通知または承諾のあるほうが優先すること

になります。いずれの債権譲渡も確定日付ある証書で行われている場合には、確定日付の先後で

はなく、債務者の下への通知到達の先後で優劣が決まります。また通知と承諾との間に優劣はな

く、確定日付ある債権譲渡通知が債務者の下へ到達後に、別の譲受人に対して債務者が確定日付
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ある承諾を行っても、前者の債権譲渡にかかる譲受人が優先します。

債務者の下に確定日付のない債権譲渡通知が届き、債務者がそれに従って弁済を行った後に、

別の確定日付のある債権譲渡通知が届いた場合には、先に行った弁済が有効となります。二重譲

渡のいずれの債権譲渡通知にも確定日付がない場合は、一般的にはいずれかの譲受人に弁済をす

れば以後の弁済義務は免れると考えられますが、後に譲受人間の争いに巻き込まれる懸念もあ

り、この場合は譲渡人および各譲受人とコンタクトを取った上で、弁済金を供託することが無難

でしょう。

４．債権譲渡特例法による対抗要件

近年は、多数の債権をひとまとめにして譲渡の対象とする「集合債権譲渡」や、現に発生して

いる債権に加えて将来発生が予測される債権も譲渡対象とする「将来債権譲渡」も頻繁に行われ

ています。この場合には、資金調達の担保として債権譲渡を活用する「債権譲渡担保契約」によ

ることが一般的です。

このように債務者数が多数におよぶ債権譲渡においては、民法が定める前記のような債務者ご

との対抗要件具備が困難なので、「動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関す

る法律」（平成１０年法律１０４号：「債権譲渡特例法」と略します）が制定され、多数債務者に対する

債権譲渡担保権を登記により公示する道を開くとともに、債権譲渡の事実が債務者に知れること

で自らの信用に傷がつくことを懸念する債権者（譲渡人）のニーズに対して、債務者に対して直

ちには債権譲渡の事実を通知しないで済むサイレント方式による制度設計がなされています。

この制度の下では、債務者とそれ以外の第三者の対抗要件を分離し、第三者対抗要件としては

「債権譲渡登記ファイル」に記録を登記することで確定日付ある通知の到来と同じ効果を認める

ものとしています。また債務者への対抗要件は、前記登記ファイルの登記事項証明書の交付を受

けた譲渡人または譲受人からの登記内容の通知あるいは債務者の承諾であり、債務者はその時点

までに生じた抗弁事由により譲受人に対抗することができます。

◆事業再生目的の債権譲渡

現在、債権譲渡は様々な局面で利用されています。以前からの手形債権の割引譲渡や譲渡担保

差入れは言うに及ばず、最近では電子記録債権の譲渡も登場しています。金融取引面では、手持

ちの売掛債権自体を、担保として金融機関に個別または一括譲渡し資金調達を図る取引も活発化

しています。

近年は、金融機関等が資金運用の効率化を目的に保有資産を第三者にまとめて譲渡する動きも

顕著です。銀行が住宅ローン債権を外部機関に売却し、当該機関がそれを小口の金融商品に加工

して投資家に販売することなどは、その典型です。

また、不良債権の早期処理目的で、外部機関（主としてサービサー）に当該債権を一括売却す

る「バルクセール」も、広く行われているところです。これに加えて最近目立ってきたのが、金

融機関の融資先の事業再生を目的に、再生業務を担う外部機関に金融機関の貸出債権を売却する
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動きです。バルクセールでは、もはや債権回収の余地が薄くなった債権をまとめてサービサー等

に売却するので、譲渡価額は著しく少額になりますが、事業再生目的の場合は、再生対象企業ご

とに、その経営実態や担保処分見込み、今後のキャッシュフロー予測等に則して、念入りに譲渡

価額が算定されます。

事業再生目的の債権譲渡の譲受人は、サービサーや事業再生ファンドが一般的です。この種の

債権譲渡が活発化する大きな理由は、経営不振企業の再生ニーズに応えるべく、融資金融機関以

外の外部機関の力を活用しようとする金融当局の政策が働いていることと、融資金融機関の再生

支援能力を超える多くの再生対象企業の存在があります。

それでは、あなたの会社あるいはあなた自身の金融機関借入が、このような目的で債権譲渡の

対象となったときには、あなたはどのように対応すべきでしょうか。譲渡先がサービサーである

場合を例に、お話しましょう。

サービサーとは、債権管理回収業法（サービサー法）に基づき、法務大臣の許可を受けて、債

権者から特定債権の管理回収を請け負うことを業とする株式会社であり、現在、全国で１００社近

くが営業中です。発足当初は、不良債権の単なる回収代行業務が中心でしたが、最近では大手業

者を中心に、買い取った債権の債務者自体の事業再生を図ることで債権回収の極大化を目指す動

きが活発化しています。

サービサーを活用した不良債権処理スキームでは、DPO（Discounted pay-off）という手法が用

いられます。DPOとは、「債務免除を活用した債権回収手段で、債務者に対して、債務免除する

ことをインセンティブとしてローンの肩代り先を債務者に見つけさせるなどして、当該ローンを

早期に回収する手段」のことであり、サービサーが金融機関から不良債権を額面以下で買い取

り、それを債務者が買い戻すことで実質的な債務免除を実現する手法です。たとえば、額面

１，０００万円の不良債権をサービサーが５０万円と評価して金融機関から買い取った後、それを６０万

円で債務者に買戻しのオファーを持ちかけ、債務者がそれに応ずることで取引が完結します。こ

の結果、原債権者たる金融機関は不良債権の簿外化が実現し、サービサーは５０万円で買い入れた

債権から６０万円の回収（１０万円の利益獲得）を実現、債務者は金融機関に対して負っていた債務

１，０００万円につき実質９４０万円の免除を受けることができるメリットがあります。このスキームで

は、債務者が買戻し後の残額９４０万円の債権放棄を受けるのではなく、自己宛債権を債務者自身

が買い取ることで当該債権が混同（民法５２０条）により消滅するので、原債権に付いていた個人

保証も消滅するとされる点がミソです。ただし、この点についての税務当局の見解は明らかでは

ありません。

事業再生目的でサービサーに債権譲渡する場合は、サービサーによる当該債権のデューデリ

ジェンスによる値付け（すなわち債務者企業価値の評価）、債務者の事業価値を評価するスポン

サー（債務者に買戻し資金をファイナンスする新債権者）の存在、サービサーの仲介能力に左右

されます。このような話を持ち掛けられた債務者は、事業再生の主体は自分であること、債務負

担が軽減されることで事業の先行き見通しが付くこと、買戻し資金のファイナンサーや他の再生

支援者と意思の疎通ができること、原債権者たる金融機関との間に問題が残らないこと等を勘案

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．２０２／本文　※柱に注意！／０１７～０２１　経営のアドバイス（高橋）  2013.04.18 17.40.59  Page 20 



経営のアドバイス

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年５月号

して、債権譲渡についての可否対応を決めることになります。勿論、自らが買戻し資金を調達で

きるのであれば、それに越したことはありません。原金融機関の事業再生支援能力に限界が認め

られる場合等には、サービサーを通じた積極的な外部支援機関の利用を検討すべきでしょう。

金融円滑化法の終了に伴い、各地で地元金融機関、地方公共団体、地元経済界等の肝煎りで事

業再生ファンドの設立の動きが活発化しており、それらへの債権譲渡による事業再生手法も今後

は増加するでしょう。債務者としては、債権譲渡が自分にとってどのようなメリットがあるの

か、少なくとも著しい不利益がないのかを勘案した上で、それへの可否判断を下すことが望まれ

ます。

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．２０２／本文　※柱に注意！／０１７～０２１　経営のアドバイス（高橋）  2013.04.18 17.40.59  Page 21 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．５ ３．８ ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ ９５．３ ９．４ ９２．０ １．３ ９３．０ ３．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９３．２ △１．０ ９９．５ ３．１ ９３．４ △２．０ ９３．１ １．２ １０１．９ ９．６

２３年１０～１２月 ９３．６ △１．４ ９４．１ ０．４ ９９．１ △１．５ ９４．６ ０．３ ８６．３ △１．１ １０１．５ △１．４
２４年１～３月 ９６．６ ３．２ ９５．３ １．３ １００．５ １．４ ９５．４ ０．８ ９０．４ ４．８ １０７．５ ５．９

４～６月 ９４．２ △２．５ ９３．４ △２．０ ９７．９ △２．６ ９５．２ △０．２ ９０．５ ０．１ １０７．５ ０．０
７～９月 ９１．１ △３．３ ８９．５ △４．２ ９６．７ △１．２ ９０．１ △５．４ ８８．６ △２．１ １０７．８ ０．３
１０～１２月 ８７．２ △４．３ ８７．８ △１．９ ９３．７ △３．１ ８８．２ △２．１ ８９．７ １．２ １０５．１ △２．５

２４年 ２月 ９６．３ △０．５ ９４．４ △１．６ ９９．７ △１．４ ９５．３ ０．３ ８９．１ △１．３ １０３．１ △０．５
３月 ９６．６ ０．３ ９５．６ １．３ １００．８ １．１ ９５．８ ０．５ ９０．４ １．５ １０７．５ ４．３
４月 ９５．８ △０．８ ９５．４ △０．２ ９９．７ △１．１ ９６．４ ０．６ ９１．５ １．２ １０９．６ ２．０
５月 ９３．３ △２．６ ９２．２ △３．４ ９５．７ △４．０ ９５．１ △１．３ ９２．７ １．３ １０８．８ △０．７
６月 ９３．４ ０．１ ９２．６ ０．４ ９８．３ ２．７ ９４．２ △０．９ ９０．５ △２．４ １０７．５ △１．２
７月 ９４．１ ０．７ ９１．７ △１．０ １００．１ １．８ ９１．３ △３．１ ９１．１ ０．７ １１０．６ ２．９
８月 ９１．０ △３．３ ９０．２ △１．６ ９６．９ △３．２ ９１．５ ０．２ ９０．０ △１．２ １０８．８ △１．６
９月 ８８．３ △３．０ ８６．５ △４．１ ９３．０ △４．０ ８７．６ △４．３ ８８．６ △１．６ １０７．８ △０．９
１０月 ８７．１ △１．４ ８７．９ １．６ ９２．３ △０．８ ８７．５ △０．１ ９０．４ ２．０ １０７．７ △０．１
１１月 ８７．４ ０．３ ８６．７ △１．４ ９３．２ １．０ ８６．８ △０．８ ９０．５ ０．１ １０６．４ △１．２
１２月 ８７．２ △０．２ ８８．８ ２．４ ９５．６ ２．６ ９０．３ ４．０ ８９．７ △０．９ １０５．１ △１．２

２５年 １月 r ８９．８ ３．０ ８９．１ ０．３ r ９７．５ ２．０ ９０．０ △０．３ r ９１．４ １．９ １０４．７ △０．４
２月 p９２．４ ２．９ p８９．０ △０．１ p９７．５ ０．０ p９０．７ ０．８ p９１．３ △０．１ p１０２．６ △２．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０年度 ９３３，７２０△２．２ ２０６，５８９△２．８ ２８３，３１７ △８．６ ７８，４４２ △６．９ ６５０，４０４ ０．８ １２８，１４７ △０．１
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２

２３年１０～１２月 ２５７，８５９ ０．３ ５３，３３７△０．４ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．７ １９７，２２８ ０．９ ３４，０４９ △０．３
２４年１～３月 ２２９，４０６ ０．２ ４８，０７４ ２．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ４．０ １７６，８７０ ０．５ ３１，７１４ １．４

４～６月 ２３０，４０１△０．１ ４７，１０１△０．７ ４８，８７１ △１．８ １５，５２９ △１．２ １８１，５３０ ０．４ ３１，５７２ △０．５
７～９月 ２２９，５０９△０．５ ４７，３９１△１．６ ４９，８６５ △２．５ １５，４４７ △２．６ １７９，６４４ ０．１ ３１，９４４ △１．１
１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７

２４年 ２月 ７０，６２５ ０．４ １４，６５９ １．３ １５，１６９ △４．８ ４，６９１ △０．４ ５５，４５６ １．９ ９，９６９ ２．１
３月 ７９，８５４ ０．４ １６，０３２ ６．１ １８，５３７ ４．０ ５，６９６ １３．９ ６１，３１７ △０．７ １０，３３７ ２．２
４月 ７７，６６１ ０．０ １５，６６４ ０．１ １６，５０９ △２．１ ５，１８４ ０．７ ６１，１５１ ０．６ １０，４８０ △０．２
５月 ７７，０９６ ０．３ １５，７５５△０．１ １６，２１８ △１．６ ５，１２７ △２．０ ６０，８７９ ０．８ １０，６２８ ０．８
６月 ７５，６４４△０．６ １５，６８２△２．２ １６，１４４ △１．７ ５，２１８ △２．４ ５９，５００ △０．３ １０，４６４ △２．１
７月 ８０，４７２△２．３ １７，１２３△４．０ １８，８３１ △３．３ ６，２０９ △４．４ ６１，６４１ △２．０ １０，９１４ △３．８
８月 ７７，３７０ ０．２ １５，５６８△０．０ １５，４８９ △０．６ ４，５４５ △１．８ ６１，８８１ ０．４ １１，０２３ ０．７
９月 ７１，６６７ ０．８ １４，７００△０．２ １５，５４５ △３．３ ４，６９３ △０．８ ５６，１２２ ２．０ １０，００７ ０．１
１０月 ７７，３８１△０．０ １５，６７２△２．４ １７，７４８ ０．４ ５，３４９ △３．０ ５９，６３３ △０．２ １０，３２３ △２．１
１１月 ７８，０１２ ０．６ １６，６３０ １．６ １７，９０９ △０．２ ５，９８５ １．６ ６０，１０３ ０．９ １０，６４５ １．６
１２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △１．１ ７，７１９ △２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３

２５年 １月 r ７９，４２６ ０．６ １６，８７２△２．９ １８，５３４ △１．６ ５，９０７ △１．１ r ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △３．９
２月 p ６９，１７２△２．１ １４，２３９△２．９ p １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ p ５４，２６７ △２．１ ９，５７０ △４．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年５月号
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０年度 ４３０，６２４ ５．５ ８０，５５６ ７．２ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４

２３年１０～１２月 １２１，３９１ ９．９ ２２，７０８ １１．３ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５
２４年１～３月 １１３，１７４ ４．６ ２２，０３３ ５．９ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４

４～６月 １２０，９６９ ４．４ ２３，３３６ ５．８ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７
７～９月 １３４，４５６ ２．８ ２５，２５１ ２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５

２４年 ２月 ３６，５３２ ７．７ ７，０８２ ８．８ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３
３月 ３８，９１０ ２．７ ７，７１５ ４．４ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４
４月 ３８，５５２ ７．３ ７，５９８ １０．３ １０１．１ ０．６ １００．４ ０．４ ８１．４９ ９，５２１
５月 ４０，８９９ ４．２ ７，９２０ ６．０ １００．６ △０．１ １００．１ ０．２ ７９．７０ ８，５４３
６月 ４１，５１８ ２．０ ７，８１８ １．５ １００．２ △０．４ ９９．６ △０．２ ７９．３２ ９，００７
７月 ４５，４８１ １．４ ８，６０４ １．０ ９９．７ △０．６ ９９．３ △０．４ ７９．０２ ８，６９５
８月 ４６，１４４ １．９ ８，６７２ ３．１ ９９．６ △０．６ ９９．４ △０．４ ７８．６６ ８，８４０
９月 ４２，８３１ ５．３ ７，９７５ ２．７ １００．０ ０．０ ９９．６ △０．３ ７８．１７ ８，８７０
１０月 ４２，３８２ ３．３ ８，０５７ ２．２ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ ２．６ ７，７４１ １．９ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５

２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △０．３ ８９．１８ １１，１３９
２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９

２３年１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６
２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３

４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０
７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８

２４年 ２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７
３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３
４月 １４，４６１ ９０．７ ３，６７５ ８３．２ ５，９８７ ８２．４ ４，７９９ １０９．２ ３０６，２６１ ９９．５
５月 １３，９９１ ７２．８ ３，７３１ ６４．３ ５，０８２ ６５．９ ５，１７８ ８７．４ ３３７，９７６ ６８．６
６月 １８，４１９ ２７．９ ４，９８５ ２７．１ ７，２６０ ９．８ ６，１７４ ６０．０ ４３２，６４１ ４６．８
７月 １８，７５１ ３０．４ ５，１０８ ２５．５ ７，８０２ １８．６ ５，８４１ ５６．７ ４４５，２３９ ４２．３
８月 １２，４１６ ８．７ ３，５５１ ３．０ ４，６５４ △３．４ ４，２１１ ３３．３ ３１５，７９０ １５．６
９月 １４，６２０ △３．２ ４，４４４ △１０．５ ５，８３３ △１．０ ４，３４３ ２．３ ３７７，７３７ △３．７
１０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０

２５年 １月 １１，１６１ △６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △７．４
２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年５月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２

２３年１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７
２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３

４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７
７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８

２４年 ２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９
３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１
４月 ３，３００ ２３．３ ７３６ １０．３ １１９，０９７ ０．８ １２，４３１ ５．４ ７，０２８ ６．６
５月 ２，７２０ △１．０ ６９６ ９．３ ８２，３８０ １２．４ ８，６８６ ３６．７ ６，４２０ １．０
６月 ３，２５７ △１．６ ７２６ △０．２ ９０，５４４ ２０．７ １１，３９０ １４．１ ８，０２２ △９．９
７月 ３，３２１ ２．１ ７５４ △９．６ １０８，４０９ ２２．５ １２，１４９ ２６．６ ６，７０３ １．７
８月 ３，４７３ １２．３ ７７５ △５．５ ９６，２７０ ２９．０ １１，３６８ １９．２ ６，３９９ △６．１
９月 ３，３００ ３８．１ ７４２ １５．５ ６８，１２５ △８．０ １１，７７５ △１．９ ８，９５６ △７．８
１０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４

２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △９．７
２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７

２３年１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９
２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８

４～６月 ２，６７４ ２４．２ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６
７～９月 ３，６６１ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９
１０～１２月 ２，８１５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９

２４年 ２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ ５．５ ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１
３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ↓ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８
４月 ７４９ ３３．４ ０．４９ ０．６６ ↑ ４．８ ４１ △２１．２ １，００４ △６．６
５月 ９１４ ２２．８ ０．５０ ０．６５ ５．７ ４．５ ４１ １０．８ １，１４８ ７．１
６月 １，０１１ １９．４ ０．５１ ０．６６ ↓ ４．４ ４２ ２３．５ ９７５ △１６．３
７月 １，１１９ ５．１ ０．５３ ０．７０ ↑ ４．４ ３３ △２．９ １，０２６ △５．０
８月 １，３７９ ６．９ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．２ ４１ △２．４ ９６７ △５．７
９月 １，１６３ ２．９ ０．６０ ０．７６ ↓ ４．２ ３４ ２１．４ ９３１ △６．９
１０月 １，０６５ ５．５ ０．６１ ０．７７ ↑ ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 ８６１ ８．７ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 ８８９ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

２５年 １月 ７７５ １．７ ０．６１ ０．８１ － ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △５．１
２月 ８２０ ４．２ ０．６５ ０．８３ － ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年５月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６

２３年１０～１２月 ９１，３４０ １．４ １６３，２７０ △５．５ ４２３，３５０ ４３．８ １７５，０９５ １２．４
２４年１～３月 ９３，３５６ ７．９ １６１，５９７ △１．６ ４６６，４５９ ２９．１ １７７，０６３ ９．９

４～６月 ９５，９３０ ３．７ １６４，４３６ ４．８ ３７３，００６ △０．０ １７８，１３９ ５．０
７～９月 ９１，６３２ △５．８ １５７，１４５ △８．２ ３８１，８１７ ２．３ １７５，７９７ ０．３
１０～１２月 １０３，９１６ １３．８ １５４，２９７ △５．５ ４３２，９７５ ２．３ １７５，８８７ ０．５

２４年 ２月 ２８，８０４ １１．０ ５４，４２６ △２．６ １５５，４０６ ２６．９ ５４，１６７ ９．４
３月 ３６，２６７ ８．７ ６２，０３４ ５．９ １５６，７９３ ２７．２ ６２，８５２ １０．５
４月 ３８，７３６ １９．２ ５５，６４９ ７．９ １４９，１９５ １１．５ ６０，８３３ ８．０
５月 ２７，７０２ △２３．７ ５２，３６９ １０．０ １１９，１８０ △１４．３ ６１，４４８ ９．３
６月 ２９，４９３ ２４．５ ５６，４１８ △２．３ １０４，６３１ ４．３ ５５，８５８ △２．２
７月 ３３，５９２ １０．４ ５３，１２２ △８．１ １１４，２６１ △５．０ ５８，４０８ ２．３
８月 ３１，９１５ ０．８ ５０，４４４ △５．８ １３９，９８４ ５．２ ５８，１２８ △５．２
９月 ２６，１２６ △２５．７ ５３，５７９ △１０．３ １２７，５７１ ６．３ ５９，２６１ ４．２
１０月 ３９，９２５ ３１．６ ５１，４８０ △６．５ １４９，１７０ １２．７ ５７，０４２ △１．５
１１月 ３１，８０１ △１．３ ４９，８３２ △４．１ １３５，１５８ △７．７ ５９，４０２ ０．９
１２月 ３２，１９０ １１．９ ５２，９８５ △５．８ １４８，６４７ ２．８ ５９，４４３ １．９

２５年 １月 ３３，５２９ １８．５ ４７，９８６ ６．３ r １８３，７０３ １９．１ r ６４，３２１ ７．１
２月 p ２９，２３１ １．５ ５２，８３１ △２．９ p１６１，８４４ ４．１ p ６０，６２６ １１．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

２３年１０～１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０
２４年１～３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

４～６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７～９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２４年 ２月 １３６，５３７ １．６ ５，９５５，９８３ ２．６ ９２，０２７ ０．４ ４，１０９，７７０ １．１
３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４月 １４０，２５５ １．８ ６，０６３，７０５ １．９ ９３，１８５ ０．３ ４，１２６，１９６ ０．７
５月 １３９，２２８ １．９ ６，０６８，０４５ １．８ ９１，９５１ ０．７ ４，１１１，１９０ ０．９
６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７月 １３８，４８９ １．４ ６，０２７，０４４ ２．３ ９１，２７８ ０．５ ４，１２２，９７０ １．０
８月 １３８，７５４ １．８ ６，０１４，５３８ ２．０ ９１，３１７ ０．５ ４，１２２，５５８ １．４
９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０月 １３９，０１０ ２．１ ６，０２３，５７４ ２．１ ９２，３１２ ０．９ ４，１４４，２７３ １．３
１１月 １３８，８０１ １．４ ６，０５２，９６８ １．７ ９１，７７４ ０．６ ４，１５３，２９０ １．５
１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年 １月 １３８，９３６ １．８ ６，０９６，６７２ ２．４ ９１，４４８ △０．３ ４，１９２，１９１ ２．２
２月 １３９，２９５ ２．０ ６，１２７，６７４ ２．９ ９１，７７６ △０．３ ４，２０２，６８６ ２．３

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年５月号
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成25年1～3月期実績、平成25年4～6月期見通し） 

●中国の訪日旅行ニーズについて 

●あなたの債務が第三者に譲渡された場合の対応 
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